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査 答 申 情 第 ２ 号

平成１２年１０月３０日

生駒市長 中 本 幸 一 殿

生駒市情報公開及び個人情報保護審査会

会長 石 田 榮仁郎

公文書の部分開示決定に対する不服申立てについて（答申）

平成１２年４月２６日付け生土第３４号で諮問のあった下記の事案について、

別紙のとおり答申します。

記

「用地先行取得に伴う平成１１年度予算計上について（依頼 」の部分開示決）

定に対する異議申立て事案

（諮問情第２号）
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（別紙）

査答申情第２号

答 申

第１ 審査会の結論

生駒市長（以下「実施機関」という｡)は、平成１２年４月２１日付け生土第

９号で開示をしないこととした部分のうち、本件異議申立ての対象となった部

分を開示すべきである。

第２ 諮問事案の概要

１ 公文書の開示請求

異議申立人は、平成１２年４月７日、実施機関に対し、生駒市情報公開条

例（平成９年１２月生駒市条例第２６号。以下「条例」という｡)第８条の規

定により 「土地開発公社に依頼した取得の依頼に関する文書、同公社から、

の取得についての報告に関する文書」の開示請求を行った。

２ 実施機関の決定

実施機関は、平成１２年４月２１日、本件請求に対応する公文書として、

「用地先行取得に伴う平成１１年度予算計上について（依頼 （以下「本）」

件公文書」という｡)を特定した上で、本件公文書のうち、次の「(1) 開示を

しないことと決定した部分」を除いて開示をする決定（以下「本件処分」と

いう｡)を行い、次の「 2) 開示をしない理由」を付して異議申立人に通知（

した。

(1) 開示をしないことと決定した部分

ア 取得予定金額

イ 所有者の氏名及び住所

ウ 未買収の用地の所在地番及び位置図

(2) 開示をしない理由

ア 条例第６条第２号該当理由

前号のイ及びウについては特定の個人が識別される情報であるため。

イ 条例第６条第７号該当理由

用地買収事務は、相手方の任意の協力と合意により成立するものであ

り、前号のア、イ及びウを開示すると相手方との信頼関係、協力関係を
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損なったり、交渉中の用地の所有者がその金額に固執したりして、当該

交渉中の買収事務や将来の同種の事務の公正かつ円滑な執行に著しい支

障が生ずると認められるため。

３ 不服申立て

異議申立人は、平成１２年４月２４日、本件処分を不服として、行政不服

審査法（昭和３７年法律第１６０号）第６条の規定により、実施機関に対し

て異議申立て（以下「本件異議申立て」という｡)を行った。ただし、その趣

旨において、所有者及び用地取得の完了していないものに関する部分の開示

は求めない旨の記述がなされた。

４ 諮問

実施機関は、平成１２年４月２６日、条例第１２条第１項の規定により、

生駒市情報公開及び個人情報保護審査会（以下「当審査会」という｡)に、本

件異議申立てに係る諮問（以下「本件事案」という｡)を行った。

５ 争点

本件異議申立てで開示の可否が争われるのは、取得が完了した用地の取得

予定金額が条例第６条第７号に該当するか否かということになり、対象とな

る情報は 本件公文書の３枚目の 平成１１年度先行取得依頼分 表中の 仮、 「 」 「（

称）新穂谷線」についての「予定金額」欄の金額及び「備考」欄にある総額

の金額となる。

第３ 異議申立人の主張要旨

１ 異議申立ての趣旨

非公開となった、所有者以外の取り消しを求める。ただし、用地取得の完

了したもの

２ 異議申立ての理由

異議申立人が異議申立書、意見書及び口頭意見陳述において主張している

本件異議申立ての理由は、おおむね次のとおりである。

(1) 実施機関は、土地取得交渉はその内容を公にしないことを前提に行われ

ているので非公開としているが、これでは、原則公開で事務事業等に著し

い支障が生ずると認められるものだけを非公開としている情報公開の非公

開理由にはならない。また、交渉内容を非公開にするとの約束を証明でき

、 。るものはなく 事実証明＝立証ができないもので非公開理由にはならない

(2) 「市と土地所有者との信頼関係や協力関係が損なわれ、交渉の拒否や非
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協力といった事態を招く」との理由について

ア 既に契約が終了し関連事業等の用地関係者ではない土地所有者の場合

今後の相手方とはなり得ず、この理由は発生しない。

イ 既に契約が終了した者で関連事業等の別の土地について現在交渉中等

の土地所有者の場合

前の契約価額を当然に知っているものであり、過去に多数行われてき

たこのような交渉において支障は発生していない。同一人にこの支障が

発生していないのであるから、別の所有者に発生するという論理は成り

立たず、この理由は虚偽とするしかない。

ウ 現在交渉中等の土地所有者の場合

市が事業を行う場合は、事前説明会を開催しており、誰がどの土地を

持っているとかいくらで契約したということは周辺住民は知っている。

住民同士の情報交換が全くないことを前提に組み立てられた実施機関の

理由は客観性合理性がない。また、公共用地の取得価格は、鑑定評価額

を上限として決められるもので、それ以外の要因が価格に影響を及ぼす

ことはあってはならず、従って支障は生じない。用地取得の困難度は、

価格に関係なく売らないと決めている場合、価格提示後にそれ以上の買

い取りを要求される場合、事業に反対の場合に多いのであって、価格等

の公開は用地取得の成否とは関係ない。

(3) 「近隣の事業の土地所有者が公開した価格に固執して著しい支障が生ず

る」との理由について

前記(1)及び(2)と同様の理由で非公開理由にはならない。

(4) 一定規模以上の用地の取得については、議案として公表されている。ま

た、同様の情報を公開している自治体も多数ある。それでも支障は生じて

いないのであるから、実施機関のいう理由は成り立たない。

(5) 実施機関のいうような理由は、情報公開条例の非公開理由には当たらな

いない旨の判例が出ている（原審・横浜地裁平成９年（行ウ）第５９号及

び控訴審・東京高裁平成１１年（行コ）第５１号 。）

(6) 公用地の取得価格等は、公共の利益の享受者であり税負担者である国民

、 。に公開されるべきであり そうすることが公正であることの担保にもなる

第４ 実施機関の説明要旨

１ 本件公文書について
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本件公文書は、生駒市が施行する菜畑西壱分線事業 （仮称）有里藤尾線、

事業及び（仮称）新穂谷線事業の用地について、市から生駒市土地開発公社

（以下「公社」という｡)に先行取得を依頼した文書の起案書である。

本件公文書にある事業のうち（仮称）新穂谷線事業に係る用地については

取得が完了しているが、菜畑西壱分線事業及び（仮称）有里藤尾線事業につ

いては用地取得が完了していない。

２ 条例第６条第７号該当性について

(1) 用地買収における交渉内容は、交渉当事者以外の者には明らかにしない

という相互認識の下に行われている。今回、報道により本件開示請求を知

った市民や、現在行っている用地買収交渉の相手方から、交渉内容を開示

するようであれば協力しないといった旨の意見もいただいており、一般的

に市民は用地交渉の内容は公開しないものであるとの認識がある。また、

公共事業といえども、地権者にとって自己の所有地の売買は私的な経済行

為であり、交渉当事者である生駒市から一方的に交渉内容に関わる情報を

開示することは、市に対して不信感を生じさせ、地権者の任意の協力と合

意により成立する用地買収事務において最も重要な、相互の信頼関係、協

力関係が築けなくなり、今後、生駒市が行う用地買収交渉に対して交渉拒

否や非協力といった事態が起こることが多分に予想される。

その結果、現在行っている関連道路の用地買収事務や、将来市が行う用

地買収事務の円滑な執行に著しい支障が生ずることになる。

(2) （仮称）新穂谷線事業に係る用地については取得が完了しているが、隣

接地において同線への接続道路の計画があり、近くその用地買収交渉を開

始する予定である。こういった状況で （仮称）新穂谷線事業用地の取得、

予定金額及び総額を開示すると、本件処分において開示をした面積から単

価が算出され、今後行う当該接続道路の用地の地権者が、鑑定時期の違い

や画地条件の違い等を正しく認識せずに、その時点での適正価格を提示し

たとしても当該単価に固執されてしまい、交渉が難航、長期化して用地買

収事務の円滑な執行に著しい支障が生ずる。

(3) 継続している用地買収事務への支障や将来の用地買収事務への支障を認

め、不開示を認めた判例がある（原審・東京地裁平成９年（行ウ）第２５

号及び控訴審・東京高裁平成１０年（行コ）第７５号 。）

以上のことから、条例第６条第７号に該当するとして不開示としたもので
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ある。

第５ 審査会の判断理由

当審査会は、本件事案について審査した結果、次のとおり判断する。

１ 基本的な考え方

条例は、公文書の開示を請求する市民の権利を保障することにより、市民

の市政への参加を促進するとともに、市の諸活動を市民に説明する責務が全

うされるようにし もって公正で開かれた市政を推進することを目的とし 第、 （

１条 、実施機関は、その解釈運用に当たっては公文書の開示を請求する市）

民の権利が十分に尊重されるようにする（第３条前段）としている。

このように、市民の「公文書の開示請求権」を保障し 「開示を原則」と、

する理念の下にあっても、個人に関する情報がみだりに公にされることのな

いよう最大限の配慮をし（第３条後段 、開示をすることにより個人、法人）

等の正当な権利・利益を侵害したり、市民全体の福祉の増進を目的とする行

政の公正かつ適正な執行を妨げ、市民全体の利益を著しく害することのない

よう、例外として開示をしないことができる情報（第６条）を定めている。

実施機関は、公文書に条例第６条各号に定める情報がある場合を除いて開

示をしなければならないものであり、当審査会は、実施機関が本件公文書に

おいて開示をしないことと決定した部分が同条各号に該当するかどうかにつ

いて、原則開示の理念に照らし、判断することとする。

２ 本件公文書について

本件公文書は、平成１１年１月１９日付けで生駒市土木課の職員が作成し

たもので、生駒市が施行する菜畑西壱分線事業 （仮称）有里藤尾線事業及、

び（仮称）新穂谷線事業に係る用地の先行取得の要望を、実施機関が公社に

対して行った依頼に当たっての起案書である。したがって、条例第２条第２

号の「公文書」に該当し、開示の請求があった場合、実施機関は原則として

開示をしなければならない。

３ 本件異議申立ての対象情報について

実施機関は、本件公文書のうち 「取得予定金額 「所有者の氏名及び住、 」、

所」及び「未買収の用地の所在地番及び位置図」を本号に該当するとして不

開示としており、これに対し異議申立人は本件異議申立てにおいて「用地取

得の完了したものについて所有者以外の取り消しを求める 」としている。。

当審査会で確認したところ、本件公文書に記載のある事業のうち、用地取得
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が完了しているのは（仮称）新穂谷線事業のみであった。したがって、本件

異議申立ての対象情報となる情報は、本件公文書の３枚目の「平成１１年度

先行取得依頼分」中の「 仮称）新穂谷線」についての「予定金額」欄の金（

額及び「備考」欄にある総額の金額（以下「本件対象情報」という｡)である

ので、以下これらについて検討する。

４ 条例第６条第７号該当性について

条例第６条第７号は、市又は国等が行う事務事業の公正かつ円滑な執行を

確保するという観点から「市又は国等が行う立入検査、監査、許可、認可、

試験、審査、争訟、入札、交渉、渉外、人事その他の事務事業に関する情報

であって、開示をすることにより、当該事務事業若しくは同種の事務事業の

目的を損ない、又はこれらの事務事業の公正かつ円滑な執行に著しい支障が

生ずると認められるもの」が記録されている公文書については開示をしない

ことができると規定している。

(1) 本号前段の該当性について

、 、（ ）本件公文書は 生駒市が施行することになる菜畑西壱分線事業 仮称

有里藤尾線事業及び（仮称）新穂谷線事業について、その用地の先行取得

を公社に依頼した内容が記載されている。

本号に規定されている「事務事業」とは、条文に例示されている事務事

、 。業に限定されず 市又は国等が行う一切の事務事業をいうものと解される

よって、本件公文書は本号前段に該当する。

(2) 本号後段の該当性について

実施機関は本号後段の該当理由として「交渉当事者間の信頼関係、協力

関係が損なわれることによる事務事業への支障」と 「価格（単価）が明、

らかになることによる事務事業への支障」を述べている。

まず 「交渉当事者間の信頼関係、協力関係が損なわれることによる事、

務事業への支障」について検討する。

公共用地の買収の場合、その多くが事業主体である行政側からの依頼に

、 。よるものであり 対象地権者にしてみれば自発的意志によるものではない

そして、用地買収交渉は、実施機関の職員が対象地権者と協議を重ねなが

ら進められ、当該地権者の任意の協力と合意により成立するものであり、

その交渉過程における当事者間の信頼関係、協力関係の構築は、円滑な交

渉による契約の成立にとって重要な要素である。また、公共事業に係る契
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約といえども、地権者にとってみれば、それは私的な経済活動であり、そ

の内容を当事者以外に知られたくないと考えることは、理解できるところ

である。

しかしながら、本件対象情報を見ると 「予定金額」欄の金額及び「備、

考」欄にある総額は、いずれも実施機関が用地買収を依頼するに当たり算

定した予定の金額で、実際の買収金額とは異なるものであり、開示されて

いる物件欄（○○ 他）及び所有者欄（○○他２１件）の情報から、いず

れも複数の用地及びその地権者に係る合計額と認められ、平均の単価は算

出されるものの個々の用地又は地権者についての金額までは分からないも

のである。このような内容の情報が、前述したような対象地権者が知られ

たくないと考えるものであるとまではいえず、用地交渉事務に著しい支障

となるほどの信頼関係、協力関係への影響はないものと判断する。

次に 「価格（単価）が明らかになることによる事務事業への支障」に、

ついて検討する。

前述したように、本件対象情報は実施機関が用地買収を公社に依頼する

に当たって算定した予定の金額であり、本件公文書において面積が開示さ

れていることから、平均の単価が算出される。本件対象情報に係る用地の

取得は完了しているものの、隣接する地域で接続道路の用地の取得事務が

あり、当該用地の地権者にしてみれば、予定の価格の単価といえども事業

主体である市が設定した金額であり、自己の所有地を評価するについての

情報の一つと考えられる。そうすると、今後、実施機関が行う接続道路の

用地交渉において、当該地権者がこの単価に影響されて、実施機関が提示

、 。 、する価格との違いの説明を要するなど 支障がないとはいえない しかし

平均の単価が算出されたとしても個別の用地の単価は算定できないので、

当該地権者の理解を得られなくなるとまではいえず、著しいといえるほど

の支障は生じないものと判断する。

よって、本件対象情報は本号後段に該当しない。

５ 結論

、 、「 」 。以上の理由から 当審査会は 第１ 審査会の結論 のとおり判断する

第６ 審査会の審査経過

本件事案に係る当審査会の審査経過は次頁のとおりである。
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年 月 日 審 査 経 過

平成１２年４月２６日 〇 実施機関から諮問を受けた。

平成１２年５月８日 〇 事務局から本件事案の概要説明があった。

本件第１回審査会

（通算第６回審査会）

平成１２年５月１２日 〇 実施機関から理由説明書の提出を受けた。

平成１２年６月２６日 〇 不服申立人から意見書の提出を受けた。

平成１２年７月４日 〇 不服申立人の意見の聴取等を行った。

本件第２回審査会 〇 審議を行った。

（通算第７回審査会）

平成１２年７月１８日 〇 実施機関の不開示理由の聴取等を行った。

本件第３回審査会 〇 審議を行った。

（通算第８回審査会）

平成１２年８月８日 〇 審議を行った。

本件第４回審査会

（通算第９回審査会）

平成１２年８月２１日 〇 審議を行った。

本件第５回審査会

（通算第１０回審査会）

平成１２年１０月３日 〇 答申素案の検討を行った。

本件第６回審査会

（通算第１１回審査会）

平成１２年１０月２３日 〇 答申原案の検討を行った。

本件第７回審査会 〇 答申を確定した。

（通算第１２回審査会）


